
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 1.0％増加の 364,465円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.9％減少、情報通信業 2.6％増加、卸売業，小売
業 11.1％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.5％増加の 326,766円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.6％増加の 305,202円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.7％減少、情報通信業
3.5％増加、卸売業，小売業 6.1％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 0.6％増加となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 1.9％増加の 409,056円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.5％増加、情報通信業 2.9％増加、卸売業，小売
業 12.8％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 1.1％増加の 359,423円となっ
た。また、所定内給与は、同 1.2％増加の 333,785円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.2％減少、情報通信業
4.3％増加、卸売業，小売業 8.1％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.5％増加となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



平成30年５月分

（単位：　円・％）

前 年
同月比

前 年
同月比

前 年
同月比

調 査 産 業 計 364,465 1.0 326,766 0.5 305,202 0.6 21,564 37,699

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 525,973 － 522,908 － 491,879 － 31,029 3,065

建 設 業 415,238 -6.4 396,405 3.3 356,172 1.6 40,233 18,833

製 造 業 401,786 -0.9 387,443 -2.7 360,475 -3.2 26,968 14,343

電気・ガス・熱供給・水道業 519,089 15.8 511,509 14.2 441,705 9.6 69,804 7,580

情 報 通 信 業 446,466 2.6 406,232 3.5 374,597 4.2 31,635 40,234

運 輸 業 ， 郵 便 業 367,959 0.6 344,066 -4.6 304,198 -3.0 39,868 23,893

卸 売 業 ， 小 売 業 366,231 11.1 332,553 6.1 317,173 6.1 15,380 33,678

金 融 業 ， 保 険 業 889,560 2.2 505,443 5.0 472,984 5.2 32,459 384,117

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 436,707 20.0 370,792 10.0 346,504 10.6 24,288 65,915

学術研究，専門・技術サービス業 431,620 2.3 424,002 3.9 396,809 3.8 27,193 7,618

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 145,485 4.6 142,788 3.6 133,373 3.3 9,415 2,697

生活関連サービス業，娯楽業 221,059 3.9 216,801 3.5 203,873 2.8 12,928 4,258

教 育 ， 学 習 支 援 業 298,279 -6.1 295,918 -6.0 285,982 -6.4 9,936 2,361

医 療 ， 福 祉 276,379 -2.9 273,152 -2.2 259,242 -2.6 13,910 3,227

複 合 サ ー ビ ス 事 業 378,845 14.3 374,500 13.8 341,897 9.7 32,603 4,345

サービス業（他に分類されないもの） 270,609 -4.0 261,175 -2.5 243,922 -2.1 17,253 9,434

調 査 産 業 計 409,056 1.9 359,423 1.1 333,785 1.2 25,638 49,633

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 525,973 － 522,908 － 491,879 － 31,029 3,065

建 設 業 442,558 -10.6 414,529 1.0 364,933 -1.2 49,596 28,029

製 造 業 427,713 0.5 411,639 -2.2 380,526 -2.5 31,113 16,074

電気・ガス・熱供給・水道業 519,089 11.4 511,509 9.9 441,705 5.2 69,804 7,580

情 報 通 信 業 457,289 2.9 414,812 4.3 380,200 5.2 34,612 42,477

運 輸 業 ， 郵 便 業 377,696 -0.1 350,989 -5.8 309,052 -4.3 41,937 26,707

卸 売 業 ， 小 売 業 423,336 12.8 380,175 8.1 361,807 8.2 18,368 43,161

金 融 業 ， 保 険 業 991,188 10.4 524,803 7.0 488,768 7.1 36,035 466,385

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 488,776 23.5 392,915 9.7 365,405 8.8 27,510 95,861

学術研究，専門・技術サービス業 445,419 -0.9 440,658 1.9 409,500 1.7 31,158 4,761

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 173,957 6.7 171,851 5.9 163,380 7.5 8,471 2,106

生活関連サービス業，娯楽業 236,784 12.2 232,731 12.3 215,409 10.2 17,322 4,053

教 育 ， 学 習 支 援 業 328,862 -6.0 326,458 -5.8 314,814 -6.3 11,644 2,404

医 療 ， 福 祉 308,098 1.3 306,949 2.8 289,435 2.1 17,514 1,149

複 合 サ ー ビ ス 事 業 400,588 11.0 398,954 11.1 355,777 6.9 43,177 1,634

サービス業（他に分類されないもの） 265,519 -4.2 256,128 -2.1 238,346 -1.8 17,782 9,391

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 0.5％増加の 140.9時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.6％増加の 129.9時間、所定外労働
時間数は、同 0.9％減少の 11.0時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.5時間（前年同月比 11.5％増加）、情報通信業
13.5時間（同 13.9％減少）、卸売業，小売業 8.4時間（同 3.7％増加）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 1.9％増加の 146.9時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 1.9％増加の 134.5時間、所定外労働
時間数は、同 1.7％増加の 12.4時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 13.8時間（前年同月比 8.7％増加）、情報通信業
14.3時間（同 12.3％減少）、卸売業，小売業 9.1時間（同 3.4％増加）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



平成30年５月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 17.9 140.9 0.5 129.9 0.6 11.0 -0.9

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 19.1 158.6 － 138.8 － 19.8 －

建 設 業 19.7 170.3 3.0 150.0 2.1 20.3 11.6

製 造 業 18.5 153.9 2.7 141.4 1.9 12.5 11.5

電気・ガス・熱供給・水道業 18.7 168.6 6.4 145.8 2.5 22.8 41.6

情 報 通 信 業 18.6 154.4 -0.7 140.9 0.8 13.5 -13.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.9 155.5 -4.8 137.2 -5.2 18.3 -1.1

卸 売 業 ， 小 売 業 17.9 139.2 1.3 130.8 1.1 8.4 3.7

金 融 業 ， 保 険 業 19.4 157.6 2.9 141.2 4.2 16.4 -6.8

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.6 151.5 1.8 137.2 1.1 14.3 8.3

学術研究，専門・技術サービス業 18.5 154.1 1.5 138.9 3.6 15.2 -14.1

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.7 103.9 -0.5 96.3 -0.9 7.6 5.6

生活関連サービス業，娯楽業 17.5 131.3 -2.0 123.0 -3.7 8.3 33.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 16.0 116.2 5.5 109.4 3.6 6.8 47.8

医 療 ， 福 祉 17.3 129.4 2.7 123.8 2.1 5.6 14.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.3 157.2 6.7 142.8 1.8 14.4 102.8

サービス業（他に分類されないもの） 18.0 139.6 -0.2 129.9 0.3 9.7 -5.9

調 査 産 業 計 18.3 146.9 1.9 134.5 1.9 12.4 1.7

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 19.1 158.6 － 138.8 － 19.8 －

建 設 業 19.8 173.9 4.9 149.5 2.4 24.4 22.6

製 造 業 18.4 155.3 2.1 141.5 1.4 13.8 8.7

電気・ガス・熱供給・水道業 18.7 168.6 5.8 145.8 2.5 22.8 33.4

情 報 通 信 業 18.6 155.0 -0.7 140.7 0.6 14.3 -12.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.8 156.8 -3.8 138.1 -4.7 18.7 3.9

卸 売 業 ， 小 売 業 18.6 147.0 3.7 137.9 3.7 9.1 3.4

金 融 業 ， 保 険 業 19.3 158.4 3.3 140.4 4.5 18.0 -4.8

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.9 154.2 3.6 138.3 2.0 15.9 19.6

学術研究，専門・技術サービス業 18.5 156.3 1.8 139.0 3.5 17.3 -9.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 15.6 111.5 -0.1 104.2 1.2 7.3 -15.1

生活関連サービス業，娯楽業 17.3 131.4 1.6 120.3 -2.5 11.1 84.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 16.5 121.6 8.4 113.9 6.0 7.7 57.1

医 療 ， 福 祉 18.2 139.4 7.0 133.0 6.2 6.4 23.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.3 159.6 7.8 142.2 2.5 17.4 85.1

サービス業（他に分類されないもの） 18.0 139.6 0.7 129.6 0.8 10.0 0.0

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　５月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.3％増加の 8,016千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 5.9％増加、情報通信業 0.9％増加、卸売業，小売
業 0.8％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 1.6ポイント上昇し、26.0％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　５月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.7％増加の 5,595千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 7.4％増加、情報通信業 1.6％増加、卸売業，小売
業 1.3％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.9ポイント上昇し、19.8％となっ
た。

（表３）
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図３－１ 常用雇用者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



平成30年５月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同月比

前 年
同月差

前 年
同月差

前 年
同月差

調 査 産 業 計 8,015,585 1.3 2.58 -0.03 2.41 0.03 26.0 1.6

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,418 － 2.05 － 1.84 － 0.2 －

建 設 業 345,587 -0.5 0.96 -0.10 1.11 -0.05 3.7 0.7

製 造 業 576,723 5.9 1.11 0.09 0.93 -0.46 8.5 2.3

電気・ガス・熱供給・水道業 30,061 10.8 0.57 0.39 2.32 1.57 2.6 -3.0

情 報 通 信 業 817,195 0.9 1.50 -0.67 1.55 -0.18 3.3 -0.6

運 輸 業 ， 郵 便 業 469,246 1.2 1.45 -0.19 1.47 -0.39 16.5 5.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,671,298 0.8 2.21 -0.10 2.27 -0.18 28.6 -0.7

金 融 業 ， 保 険 業 400,436 1.3 1.30 -0.32 1.34 0.05 6.7 -1.0

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 214,423 0.1 2.67 0.71 2.07 0.48 12.9 -4.0

学術研究，専門・技術サービス業 391,315 0.1 1.77 0.29 1.23 -0.29 8.1 -0.7

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 686,048 2.9 6.71 0.55 5.96 -0.02 76.3 0.1

生活関連サービス業，娯楽業 236,838 -1.9 3.66 -0.65 3.59 -0.16 45.2 -0.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 419,747 -1.6 4.19 0.07 3.14 1.23 38.9 2.0

医 療 ， 福 祉 742,424 -3.5 2.31 0.15 2.15 0.07 35.3 2.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 37,285 -2.0 1.20 0.18 0.72 -0.09 16.3 -4.6

サービス業（他に分類されないもの） 975,541 4.2 3.47 -0.26 3.31 0.24 29.5 2.5

調 査 産 業 計 5,595,149 1.7 2.14 0.04 1.93 -0.17 19.8 0.9

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,418 － 2.05 － 1.84 － 0.2 －

建 設 業 219,767 -0.5 0.93 0.46 0.88 -0.22 2.4 1.8

製 造 業 425,827 7.4 1.04 -0.03 0.96 -0.50 7.3 2.8

電気・ガス・熱供給・水道業 30,061 27.1 0.57 0.36 2.32 1.42 2.6 -1.2

情 報 通 信 業 712,990 1.6 1.37 -0.09 1.58 -0.15 2.7 0.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 396,753 2.0 1.60 0.27 1.55 0.09 16.2 6.0

卸 売 業 ， 小 売 業 1,042,158 1.3 1.54 -0.31 1.60 -0.81 20.3 -2.7

金 融 業 ， 保 険 業 328,852 0.8 1.42 -0.25 1.38 0.00 7.1 -1.0

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 141,031 1.3 2.16 0.26 1.86 0.25 11.0 -3.7

学術研究，専門・技術サービス業 283,339 0.6 1.53 0.61 1.19 -0.47 7.5 -0.1

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 231,659 7.8 4.94 0.95 4.22 0.07 65.8 -3.3

生活関連サービス業，娯楽業 126,990 -7.1 3.20 -1.26 3.24 -0.12 45.1 -5.8

教 育 ， 学 習 支 援 業 328,792 -1.7 4.35 0.06 2.55 0.79 34.5 1.3

医 療 ， 福 祉 477,934 -7.5 1.64 -0.19 1.20 -0.87 28.9 0.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 24,593 4.3 0.70 -1.44 0.53 0.48 11.8 -8.0

サービス業（他に分類されないもの） 822,985 5.8 3.76 0.09 3.47 0.24 30.6 2.7

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用雇用者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率




